
Ⅰ 法人の概要

1　設置する法人・学校・学科等
　　　法人名　 学校法人　正眼短期大学　（住所　岐阜県美濃加茂市伊深町872-2）
　　　学校・学科 正眼短期大学　禅・人間学科　（住所　岐阜県美濃加茂市伊深町876-10）

電話　0574－29－1372　FAX　0574－29－1320
ホームページ　http://www.shogen.ac.jp

2　建学の精神
　　　「行学一体」  詳しくは「行学一体の禅的教育による人類文化に貢献する有為の人材の育成」
　　　本学が、行学一体をかかげ、それを実行する大学であり、そこに社会有用性があると自負
　　　しているのは、本来、大学の目的は真なるもの、またこの世でもっとも善なるものを学問・知識の
　　　面から探求し、より高い人間性を養うことで社会に対しては、奉仕的精神をもって不言実行する
　　　人材を送り出すことを主眼としている点である。

3　学校法人の沿革
昭和29年9月30日 正眼専門道場師家梶浦逸外老師、正眼短期大学創設計画を発表。

昭和29年2月 正眼短期大学の前身である正眼学林の設置申請。
昭和29年3月31日 私立各種学校正眼学林の設置認可(岐阜県指令29庶第176号)
昭和29年9月30日 正眼短期大学設立を文部省に申請。
昭和30年2月1日 寄附行為認可(地管第139号)。正眼短期大学設置認可(校大第18号)。宗教科入学定員30名。
昭和30年4月1日 正眼短期大学開学。
平成4年4月1日 改正設置基準の施行に伴いカリキュラムを改革、「シラバス」を作成。

平成13年4月1日 学科名を「宗教科」から「禅・人間学科」に変更。
平成18年4月1日 入学定員を25名に変更。

平成21年3月25日 短期大学基準協会が定める機関別評価を受け、適格と認定される。（以降７年毎）
平成28年4月29日 創立60周年記念式典挙行

2　当該学校等の入学定員、学生数の状況 　（令和　8年5月1日現在）

入学定員 収容定員 在籍者数
禅・人間学科 ２５人 ５０人 ３７人

１回生 ２回生 合計
禅・人間学科 ２６人 11人 ３７人

人数
卒業者 7

（参考）卒業者の年齢
　　　　就職者数 5 20代 2
　　　　　　　内 僧堂 4 30代 1

仏教関係団体 1 40代 0
　　　　アルバイト 1 50代 2
　　　　進学者数 0 60代 1
　　　　その他 1 70代 1

7
人数

入学者 R７秋入学者 4
R８春入学者 5

現学生の状況
人数

留年者 3
留学生 1
社会人学生 31

留学生除く、留学以外の外国籍は含む

長期履修学生 17
休学者 11
退学者数 7
　※各項目重複あり

21歳以上、社会人経験２年以上

R7年度内

事　業　報　告　書

備考
R７秋卒1人、R８春卒６人

社会貢献等

備考

備考
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3　役員・教職員の概要 （令和8年5月1日現在）
　　　役　　員 現員 定員

理　事 8 5～10
監　事 2 2
評議員 9 6～11

　

常勤　本学教職員　　 令和7年5月29日就任

非常勤　学識経験者　令和7年5月29日就任
学生護持会選任  　    令和7年5月29日就任

会計監査人 定員数　１名
　公認会計士　西松　達郎　　　令和7年5月29日　就任

  　　寄附行為第58条（責任の免除）があるが、責任補償契約及び役員賠償責任保険契約については検討中である

全ての評議員

　　　教育職員 学長 教授 准教授 講師 助手 非常勤講師 計
　　　 １（兼教授） 1 1 3 0 8 14

　　　事務職員 専任 兼任 計
5 0 5

Ⅱ 事業の概要

1　事業の概要

2　中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況

評　議　員 石 山 加 代 子
評　議　員 片 山 朋 子 学生護持会選任　       令和8年4月1日就任

本学の開学は、臨済宗妙心寺派正眼寺住職の梶浦逸外老師が、戦後の荒廃した世相を観て、「開山大師、もし今
日いましなば、報恩底に何を求められるか」と自問し、それは法田を耕すことであり、法田を耕すとは、行学兼備の真
の禅僧、人材を打出することであると考えて、禅の専門道場と学校教育の一貫した教育機関が必要であるとし、昭和
３０年４月１日、本学を開学しました。

本学の寄附行為には、「この法人は、教育基本法、学校教育法及び私立学校法に従い、人間形成を根幹とする行
学一体の教育を施し、社会に有意な人材を育成することを目的とし、この法人の教育は、永久に仏教の信仰、並び
に正眼禅の精神に基づいて行う」と定められています。また学則では、「仏教に関する専門の学術を研究し、禅的精
神によって人格を陶冶し、もって人類文化に貢献する有為の人材を育成すること」を目的としています。この目的を達
成するため、禅・人間学科を設置し、建学の精神である「行学一体」の教育を推進しております。

以上を踏まえ、3つのポリシーに基づき、「入学者の受け入れ」、「教育課程の編成及び実施」、「卒業認定」を行いま
した。

　令和7年4月1日より改正私立学校法に基づく寄附行為変更に従い理事会・評議員会を運営しております。
第２次中期計画を令和７年から５年間を策定しました。

第2次中期計画における最も大きな課題は少子高齢化時代における学生確保であり、本学の存在意義、目指す姿
勢を明確にし、広報活動を行い定員充足率100％を目指します。
　令和７年度は入学者数・定員充足率も予定を上回りましたが、長期履修生、退学者、休学者の増加により学納金は
減少傾向にあります。経費削減に努め中期計画の遂行に取り組みます。

学生支援については、入学前教育に取り組み、入学後の学生生活を解りやすくまとめた「正眼短期大学への羅針
盤」を入学者に配布しています。

入学後には学生の希望を踏まえ、1人1人に寄り添った教育をゼミ担当教官が行い、学生の満足度を高める取り組
みを行っております。

11月には創立70周年を記念した講演会「公開講座美濃加茂」を執り行いました。学生が主体となり、70年の歩み写
真展・呈茶・写経・陶芸や筆禅道の作品展示を行い170名に参加いただきました。
　

常勤　　　　　　　　　　  令和7年5月29日就任

非常勤　学識経験者　令和7年5月29日就任
評議員 兼 非常勤講師 松 原 一 哲

常勤　本学教職員　　 令和7年5月29日就任宇 佐 美 之 規評議員 兼 准教授

非常勤　学識経験者　令和7年5月29日就任

理　　　　事 今 村 敬 子 非常勤　  　　　　　　　 令和7年5月29日就任

専務理事 兼 教授 鈴 木 重 喜 常勤　　　　　　　　　　  令和7年5月29日就任

理　　　　事 谷 内 田 孝 非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任

理　　　　事 大 松 利 幸 非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任

非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任
非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任

　　　理事選任機関の概要

理　　　　事

役　　職　　名 氏　　　　　　　名 備　　　　　　考
理事長 兼 学長 兼 教授 山 川 宗 玄

高 木 宏 動
理　　　　事 丹 羽 喜 人
理　　　　事 長 谷 和 治 非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任

堀 部 佳 道評　議　員

非常勤　卒業生　　　  令和7年5月29日就任

監　　　　事
石 原 強 兵

非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任
監　　　　事

髙 林 康 秀
非常勤　　　　　　　　　 令和7年5月29日就任

包 子 万 由 美
青 井 有 信

評　議　員 武 山 廣 道 非常勤　卒業生　　    令和7年5月29日就任

評議員 兼 職員(事務長)
評議員 兼 非常勤講師

評　議　員 原 田 宣 昭
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Ⅲ 財務の概要

（１） 資金収支の状況

収入の部 （単位：千円）
　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

26,248 23,474 19,651 21,872 34,473
258 217 530 468 349

21,209 20,500 22,135 25,335 18,887
13,832 13,309 9,532 11,146 12,658

0 0 0 0 0
9,848 8,898 6,996 7,426 14,731

618 13 13 58 231
1,884 3,198 1,767 1,141 2,243

0 0 0 0 0
7,273 3,997 11,154 14,634 4,849
2,866 37 917 56 45

△ 8,095 △ 4,013 △ 11,164 △ 14,659
125,836 137,726 130,179 132,133 135462
204,022 203,284 198,861 203,104 209,269

支出の部 （単位：千円）
　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

35,907 38,964 39,148 38,582 41,991
15,930 18,101 12,811 12,620 16,133
7,841 8,589 8,209 7,809 6,776

389 361 333 305 278
5,550 5,550 5,550 5,550 5,550

0 0 0 0 0
532 691 3,725 1,561 2,264

0 0 0 0 0
3,243 3,784 3,370 4,800 4,887

　　　　△3,096 △ 2,937 △ 6,418 △ 3,585 △ 4,090
137,726 130,179 132,133 135,462 135,480
204,022 203,284 198,861 203,104 209,269

（２） 活動区分資金収支の状況 （単位：千円）
　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

26,248 23,474 19,651 21,872 34,473
258 217 530 468 349

21,149 20,441 22,075 25,275 18,827
60 60 60 60 60

13,832 13,318 9,532 11,146 12,658
9,148 8,098 6,196 6,726 14,031
1,884 3,198 1,767 1,141 2,243

72,578 68,806 59,811 66,686 82,641
35,907 38,964 39,148 38,582 41,991
15,930 18,101 12,811 12,620 16,133
7,841 8,589 8,209 7,809 6,776

89,678 65,654 60,168 59,011 64,900
12,900 3,151 △ 357 7,676 17,741
2,124 △ 4,248 8,607 3,484 △ 9,303

15,023 △ 1,097 8,250 11,160 8,438
0 0 0 0 0

532 691 3,725 1,561 2,272
　　　　　△532 △ 691 △ 3,725 △ 1,561 △ 2,272

2,019 △ 674 2,404 △ 1,155 △ 1,155
1,487 △ 1,365 △ 1,321 △ 2,716 △ 3,427

16,511 △ 2,462 6,929 8,444 5,011
1,331 841 907 798 966
5,951 5,926 5,883 5,913 5,959

　　　　△4,620 △ 5,085 △ 4,976 △ 5,115 △ 4,993
0 0 0 0 0

　　　　△4,620 △ 5,085 △ 4,976 △ 5,115 △ 4,993
11,891 △ 7,547 1,953 3,329 18

125,836 137,726 130,179 132,133 135,462
137,726 130,179 132,132 135,462 135,480

人 件 費 支 出

科　　目
学 生 生 徒 納 付 金 収 入
手 数 料 収 入
寄 付 金 収 入

前 年 度 繰 越 支 払 資 金
合 計

科　　目

付随事業・収益事業収入

借 入 金 等 収 入
前 受 金 収 入
そ の 他 の 収 入
資 金 収 入 調 整 勘 定

科　　目
学 生 生 徒 納 付 金 収 入
手 数 料 収 入
特 別 寄 付 金 収 入
一 般 寄 付 金 収 入
経 常 費 等 補 助 金 収 入

収
　
入

前 年 度 繰 越 支 払 資 金
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

施 設 関 係 支 出
設 備 関 係 支 出

そ
の
他
の
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計
そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

教育活動資金収支差額

管 理 経 費 支 出

支 払 資 金 の 増 減 額

資 産 運 用 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

そ の 他 の 支 出
資 金 支 出 調 整 勘 定

に
よ
る
資
金
収
支

支
　
出

人 件 費 支 出
教 育 研 究 経 費 支 出
管 理 経 費 支 出
教 育 活 動 資 金 支 出 計
差 引
調 整 勘 定 等

借 入 金 等 返 済 支 出

付 随 事 業 収 入
雑 収 入
教 育 活 動 資 金 収 入 計

施設設備等活動資金収入計
施設設備等活動資金支出計
差 引
調 整 勘 定 等

補 助 金 収 入
資 産 売 却 収 入

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収入
雑 収 入

借 入 金 等 利 息 支 出

翌年度繰越支払支出
合 計

差 引
調 整 勘 定 等
その他の活動資金収支差額

施 設 設 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額

小　　計

施
設
設
備
等
活
動
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（３） 事業活動収支の状況
（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
26,248 23,474 19,651 21,872 34,473

258 217 531 466 349
21,472 20,600 22,422 25,355 18,940
13,832 13,318 9,532 11,146 12,658
9,148 8,098 6,196 6,726 14,031
1,907 3,219 4,156 1,162 3,577

72,864 68,926 62,488 66,728 84,028
36,271 39,498 39,148 40,019 41,991
50,756 52,154 46,740 45,873 48,124
8,059 8,787 8,304 8,546 7,782

0 0 0 0 0
95,086 100,440 94,192 94,437 97,897

　　　△22,222 △ 31,514 △ 31,704 △ 27,710 △ 13,869
618 13 13 58 231
700 800 800 700 700

1,318 813 813 758 931
389 361 333 305 278

0 0 0 0 0
389 361 333 305 278
929 452 480 453 653

　　　△21,293 △ 31,061 △ 31,224 △ 27,257 △ 13,216
0 0 0 0 0
0 0 0 0 6,710
0 0 0 0 6,710
0 28 0 0 0
0 0 0 0 0
0 28 0 0 0
0 △ 28 0 0 6,710

　　　△21,293 △ 31,090 △ 31,224 △ 27,257 △ 6,505
　　　　△6,631 △ 6,895 △ 3,580 △ 7,681 △ 8,543
　　　△27,924 △ 37,984 △ 34,804 △ 34,937 △ 15,048
　　△401,710 △ 429,633 △ 467,618 △ 502,422 △ 537,359

0 0 0 0
　　△429,633 △ 467,618 △ 502,422 △ 537,359 △ 552,407

74,181 69,739 63,300 67,486 91,670
95,474 100,828 94,525 94,743 98,175

（４） 貸借対照表
（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
732,157 698,690 668,702 636,314 612,372
723,263 689,795 656,494 623,419 593,692

0 0 0 0 0
8,894 8,894 12,208 12,895 18,681

137,824 131,090 132,238 135,568 135,602
869,982 829,780 800,940 771,882 747,974

（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
112,258 103,146 105,530 103,729 86,327
93,610 88,594 80,678 76,566 69,702
18,648 14,552 24,852 27,164 16,625

1,187,357 1,194,252 1,197,832 1,205,512 1,214,055
　 　△429,633 △ 467,618 △ 502,422 △ 537,359 △ 552,408

869,982 829,780 800,940 771,882 747,974

資 産 売 却 差 額

資 産 処 分 差 額
そ の 他 の 特 別 支 出

支
出

借 入 金 等 利 息

教 育 活 動 外 支 出 計

その他の教育活動外収入

雑 収 入
教 育 活 動 収 入 計

科 目
学 生 生 徒 納 付 金
手 数 料
寄 付 金
経 常 費 補 助 金

教 育 活 動 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

受 取 利 息 ・ 配 当 金

その他の教育活動外支出

教 育 活 動 外 収 入 計

教 育 活 動 外 収 支 差 額

支
　
出

人 件 費
教 育 研 究 経 費
管 理 経 費
徴 収 不 能 額 等
教 育 活 動 支 出 計

教

育

活

動

収

支

付 随 事 業 収 入

特 別 支 出 計
特 別 収 支 差 額

特 別 収 入 計

支
出

そ の 他 の 特 別 収 入

総 負 債

流 動 資 産
合 計

基本金組入前当年度収支 差額

資産の部

　　その他の固定資産
特 定 資 産

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

科目

繰 越 収 支 差 額
基 本 金

固 定 負 債

負債の部・純資産の部
科目

合 計

基 本 金 組 入 額 合 計
当 年 度 収 支 差 額
前 年 度 繰 越 収 支 差 額
基 本 金 取 崩 額
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計
事 業 活 動 支 出 計

収
入

収
　
入

特
別
収
支

流 動 負 債
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（５）

財務の概要

1 資金収支計算書の概要
（資金収支計算書から見た概要及び前年度との対比）

【資金収入の部】
（１）学生生徒等納付金収入

（２）手数料収入

（３）寄付金収入

（４）補助金収入

財務比率

（６）付随事業・収益事業収入

　前年度比1,512千円増の12,658千円となりました。
　経常費補助金の増加は、就学支援金によるものです。

（５）資産売却収入
　前年度同様0円となりました。

　各科目の主な内容は、次のとおりです。なお、文中の金額は、千円未満を四捨五入して表示してい
るため、計算上と一致しない場合があります。

　前年度比12,601千円増の34,473千円となりました。
　学生数の増加が大きな要因です。

　前年度比119千円減の349千円となりました。
　この科目の主たる収入は、入学志願者の検定料収入であります。

　前年度比6,448千円減の18,887千円となりました。
　目標金額を下回る寄付金額となりました。

　資金収支計算書は、その会計年度（令和７年4月1日から令和８年3月31日）の教育研究活動に対
応する資金の用途（資金収支）と資金調達の総てを明らかにすることを目的としています。

　前年度比7,305千円増の14,731千円となりました。
　寮生の増加に伴う補助活動収入の増加によるものです。

（７）受取利息・配当金収入
　231千円となりました。

比 率 名 算 出 式
評価
基準 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

【貸借対照表比率】 (％単位)

 運用資産余裕比率(年) (運用資産－外部負債)／経常支出 △ 0.626 0.582 0.668 0.772 0.808

 流動比率 流動資産／流動負債 △ 739.068 900.849 532.104 499.078 815.664

 総負債比率 総負債／総資産 ▼ 12.904 12.430 13.176 13.438 11.541

 前受金保有率 現金預金／前受金 △ 1,893.577 3,257.192 1,184.587 925.666 2,793.889

 基本金比率 基本金／基本金要組入額 △ 94.066 94.562 94.813 95.347 95.883

 積立率 運用資産／要積立額 △ 24.152 21.520 20.772 20.192 19.323

【事業活動収支比率】 (％単位)

 人件費比率 人件費／経常収入 ▼ 48.895 56.637 61.844 59.299 49.425

 人件費依存率 人件費／学生生徒等納付金 ▼ 138.189 168.261 199.215 182.967 121.808

 教育研究経費比率 教育研究経費／経常収入 △ 68.421 74.785 73.838 67.974 56.643

 管理経費比率 管理経費／経常収入 ▼ 10.864 12.600 13.119 12.664 9.160

 事業活動収支差額比率 基本金組入前当年度収支差額／事業活動収入 △ -28.704 -44.580 -49.327 -40.389 -7.096

 学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金／経常収入 △ 35.383 33.660 31.044 32.410 40.576

 経常収支差額比率 経常収支差額／経常収入 △ -28.704 -44.540 -49.327 -40.389 -15.555

 教育活動収支差額比率 教育活動収支差額／教育活動収入 △ -30.499 -45.722 -50.736 -41.527 -16.506

評価基準: (△)は値が高いほうがよい、(▼)は値が低いほうがよい、(－)はどちらともいえない。
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（８）雑収入

（10）前受金収入

（11）その他の収入

【資金支出の部】
（１）人件費支出

（２）教育研究経費支出

（３）管理経費支出

（４）借入金等利息支出

（５）借入金等返済支出

（６）施設関係支出

（７）設備関係支出

（８）資産運用支出

（９）その他の支出

2 活動区分資金収支計算書の概要

（１）教育活動による資金収支の状況

　前年度比1,102千円増の2,243千円となりました。
　増加理由は、寮職員給与によるものです。

（９）借入金等収入
　前年度同様の0円となりました。

　前年度比9,785千円減の4,849千円となりました。
　入学者数減少によるものです。

　前年度比87千円増の4,887千円となりました。

　活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を「教育活動」、「施設整備等活動」と「その他の活
動」の三つの活動区分に区分し、活動ごとの資金の流れを明らかにすることを目的としています。

　「教育活動」の収入は、学生生徒等納付金収入、手数料収入、寄附金収入、補助金収入などです。
寄付金収入及び補助金収入のうち、施設設備に係わる寄付金、補助金は、「施設整備等活動」の収
入に区分されます。
　「教育活動」の支出は、人件費支出、教育研究経費支出、管理経費支出です。
令和7年度の教育活動資金収入計は、82,641千円、教育活動資金支出計は、64,900千円で、差引
17,741千円となり、調整勘定等△9,303千円を加味した教育活動資金収支差額は、8,438千円となり
ました。学生数の増加により学納金が増加したためです。

　前年度比11千円減の45千円となりました。

　前年度比3,409千円増の41,991千円となりました。
　寮職員増加によるものです。

　前年度比3,513千円増の16,133千円となりました。
　奨学金・修繕費の増加や価格高騰によるものです。

　前年度比1,033千円減の6,776千円となりました。
　修繕費が減少したものです。

　278千円となりました。
　長期借入金の利息支払いによるものです。

　0円となりました。
　一連の改修工事が終わったことによるものです。

　前年度比703千円増の2,264千円となりました。
　車両、パソコン購入によるものです。

　0千円となりました。

　5,550千円となりました。
　新築・耐震工事の借入金100百万円の返済が平成30年3月より始まっております。
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（２）施設整備等活動による資金収支の状況

（３）その他の活動による資金収支の状況

3 事業活動収支計算書の概要

（事業活動収支計算書からみた概要）

（１）経常収支（教育活動・教育活動外収支）の状況

（２）特別収支の状況

（３）基本金組組入前当年度収支差額

（４）当年度収支差額・翌年度繰越収支差額

4 貸借対照表の概要
（貸借対照表から見た概要及び前年度との対比）

（１）資産の状況

（２）負債の状況
  負債の部合計は、86,327千円で、前年度末に比べて17,402千円減となりました。
  固定負債は、前年度末に比べて6,863千円減の69,702千円となりました。減少の要因は、
長期借入金の返済によるものです。
　流動負債は、前年度末に比べて10,539千円減の16,625千円となりました。前受金の減少によるも
のです。

　以上の結果、支払資金の増減は、18千円となり、前年度繰越支払資金135,462千円を加えた翌年
度繰越支払資金は、135,480千円となりました。

　事業活動収支計算書は、「教育活動」、「教育活動以外の経常的な活動」と「臨時的活動」の各活動
に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、「基本金組入額」を控
除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の均衡状態を明
らかにすることを目的としています。

　学生生徒等納付金、手数料、経常費等補助金などの教育活動収入は、84,028千円となりました。
人件費、教育研究経費、管理経費などの教育活動支出は、97,897千円となりました。その結果、教
育活動収支差額は△13,869千円となり、教育活動収支差額と教育活動外収支差額を合算した経常
収支差額は△13,216千円となりました。

　今年度の特別収入はその他の特別収入として過年度修正額6,710千円を計上した。平成18年度に
収益事業元入金評価差額を計上したが、収益事業部の元入金と一致させるために取消を行った。ま
た特別支出につきましては資産処分差額としてパソコン除却を計上しました。

経常収支差額と特別収支差額を合算した基本金組入前当年度収支差額は、△6,505千円となりました。

　基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額合計△8,543千円を差し引いた当年度収支差額
は、△15,048千円となりました。
　前年度繰越収支差額△537,359千円と当年度収支差額を合算した翌年度繰越収支差額は△
552,407千円となりました。

　貸借対照表は、期末における財政状態を示しています。資産がどのような調達源泉、すなわち負
債（借入金等）、基本金（自己資金により調達した額）及び繰越収支差額によってまかなわれている
かを表示しています。

　年度末の資産の部合計は、747,974千円で、前年度末に比べて23,908千円減となりました。
　有形固定資産は、前年度より29,728千円減の593,692千円となりました。主な要因は、建物と構築
物の減価償却によるものです。
　その他の固定資産は、前年度より5,786千円増の18,681千円となりました。収益事業元入金の過年
度修正によるものです。
　流動資産は、34千円増の135,602千円となりました。

　「施設整備等活動」の収入は、施設整備補助金収入など施設設備の整備を目的としたものです。
「施設整備等活動」の支出は、施設・設備関係支出です。
　令和7年度の施設整備等活動資金収入はなく、施設整備等活動資金支出計は、2,272千円で、差
引△2,272千円となり、調整勘定等△1,155千円を加味した施設整備等活動資金収支差額は、△
3,427千円となりました。
　また、教育活動資金収支差額と施設設備等活動資金収支差額の計は、5,011千円となりました。

　「その他の活動」の収入は、借入金収入・受取利息・配当金収入などです。「その他の活動」の支出
は、借入金等返済支出、借入金等利息支出などです。
　令和7年度のその他の活動資金収入計は、966千円、その他の活動資金支出計は5,959千円で、そ
の他の活動資金収支差額は、△4,993千円となりました。
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（３）純資産の状況

Ⅳ 対処すべき課題

 　資産運用の状況

 　学校債の状況
学校債は発行していない。

 　寄付金の状況
　

   補助金の状況
　

   収益事業の状況

（１） 貸借対照表
（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
　 1,270 1,119 1,064 1,215 875

520 501 482 463 446
1,790 1,620 1,546 1,678 1,321

（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
0 13 6 46 0

1,790 1,607 1,540 1,632 1,321
1,790 1,620 1,546 1,678 1,321

（２） 損益計算書
（単位：千円）

　令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
1,249 1,366 2,050 2,109 1,018

912 712 1,264 1,262 576
337 654 786 847 442
24 34 19 17 19

700 800 800 700 700
72 72 72 72 72

△ 411 △ 184 △ 67 92 △ 311

   学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用状況の概要

   附属明細書　該当なし

少子化と四年制志向の高まりで、私立短期大学の定員割れや募集停止が相次いでおり、本学でも、
慢性的な定員割れ状態が続き、学納金・補助金の減少に繋がる悪循環を生んでいます。
小規模校の強みを生かした少人数教育や伴走支援を前面に出し、多種多様な学生に対する募集に
注力する。定員確保と財政の安定化を目指し、教職員の意識改革とガバナンス強化に努める。

純資産の部合計は、661,648千円で、前年度末に比べて6,505千円減となりました。
基本金は、前年度比8,543千円増の1,214,055千円となりました。
繰越収支差額は、事業活動収支計算の結果、前年度末に比べ△15,048千円増となり△552,408千円
の支出超過となりました。

営 業 収 益
営 業 費 用
営 業 利 益
営 業 外 収 益
寄 付 金 支 出
法 人 ・ 住 民 ・ 事 業 税
当 期 純 損 益

資産運用規程に沿って行う事となるが、リスクの発生する運用は行ってはならないため、本年度も
行ってはいない。

令和7年3月24日　理事会決議により内部統制システム整備の基本方針を決定し、理事の職務の執
行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制を定めました。
令和7年4月1日からは新寄附行為を遵守し学校運営を行い、コンプライアンス規程・リスク管理規程・
監事監査規則を整備する体制を取って、役員及び教職員が業務を執行しております。

資産の部
科目

流 動 資 産
固 定 資 産

合 計

科目

負債の部・純資産の部
科目

流 動 負 債
純 資 産
合 計

書籍、物品販売を行っています。

毎年2千万円を目標に掲げ、教育研究に要する経常的支援のお願いをしており、寄付金は奨学金を
含む教育研究経費に使用しております。

今年度は、経常費補助金と就学支援金の補助金を受けました。
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